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公布された法令のあらまし 

 

貸付金の返還の免除に関する条例等の一部を改正する条例（条例第30号） 

１ 財団法人ひょうご産業活性化センターほか４法人が公益認定を受け、これらの法人の名称が改められたこ

とに伴い、関係条例について用語の整理を行うこととした。 

２ 財団法人ひょうご環境創造協会が財団法人兵庫県環境クリエイトセンターを統合したことに伴い、関連法

人事業基金条例について所要の整備を行うこととした。 

農林水産資金特別会計条例の一部を改正する条例（条例第31号） 

 農業経営に関する金融上の措置の改善のための農業改良資金助成法等の一部を改正する法律による農業改良

資金助成法の一部改正に伴い、特別会計を設置する農林水産資金に関する規定について、所要の整備を行うこ

ととした。 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の子育て支援に関する条例の一部を改正する条例（条例第32 

号） 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正等に伴い、職員の育児休業等に関し、国及び他の地方公共

団体の職員との均衡を考慮し、必要な事項を定める等所要の措置を講じることとした。 
 

条         例 

 

貸付金の返還の免除に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成22年６月14日 

                        兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第30号 

      貸付金の返還の免除に関する条例等の一部を改正する条例 

 （貸付金の返還の免除に関する条例の一部改正） 

第１条 貸付金の返還の免除に関する条例（昭和39年兵庫県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

  本則第９号中「財団法人ひょうご産業活性化センター」を「公益財団法人ひょうご産業活性化センター」

に改める。 

 （兵庫県住宅再建共済制度条例の一部改正） 

第２条 兵庫県住宅再建共済制度条例（平成17年兵庫県条例第41号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「財団法人兵庫県住宅再建共済基金」を「公益財団法人兵庫県住宅再建共済基金」に改め

る。 

 （関連法人事業基金条例の一部改正） 

第３条 関連法人事業基金条例（平成19年兵庫県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  別表震災記念基金の項中「財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構」を「公益財団法人ひょうご震災記

念21世紀研究機構」に改め、同表環境クリエイトセンター事業基金の項中「財団法人兵庫県環境クリエイト

センター」を「財団法人ひょうご環境創造協会」に改め、同表新産業創造事業基金の項中「財団法人ひょう
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ご産業活性化センター」を「公益財団法人ひょうご産業活性化センター」に改め、同表国際交流基金の項中

「財団法人兵庫県国際交流協会」を「公益財団法人兵庫県国際交流協会」に改め、同表阪神・淡路大震災復

興事業基金の項中「財団法人阪神・淡路大震災復興基金」を「公益財団法人阪神・淡路大震災復興基金」に

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

農林水産資金特別会計条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成22年６月14日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第31号 

農林水産資金特別会計条例の一部を改正する条例 

 農林水産資金特別会計条例（平成18年兵庫県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「農業改良資金」を「就農支援資金」に改める。 

 第２条第１号中「農業改良資金 農業改良資金助成法（昭和31年法律第102号）第２条に規定する農業改良資

金及び」を「就農支援資金 」に改める。 

 第３条第１項を次のように改める。 

  就農支援資金及び農林水産振興資金においては、国庫支出金、一般会計からの繰入金及び附属諸収入をも

ってその歳入とし、貸付金、出資金、利子補給金及び附属諸費をもってその歳出とする。 

 第３条第４項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成22年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 農業経営に関する金融上の措置の改善のための農業改良資金助成法等の一部を改正する法律（平成22年法

律第23号）第１条の規定による改正前の農業改良資金助成法（昭和31年法律第102号）第２条に規定する農業

改良資金に関する経理については、なお従前の例による。 

 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の子育て支援に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  平成22年６月14日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第32号 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の子育て支援に関する条例の一部を改正する条例 

 （職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年兵庫県条例第43号）の一部を次のように改正する。 

  第11条の２第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前２項」を

「第１項及び前項」に改め、「（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育すること

ができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」を削り、同項を

同条第４項とし、同条第２項中「（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育するこ

とができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」及び「（災害そ

の他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。）」を削り、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。 

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該子を養育す

るために請求をした場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難である場合を除き、第10条第２項の規定による勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨

時の勤務を除く。以下同じ。）をさせてはならない。 
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 第14条第１項第４号及び第２項中「育児休暇」を「育児部分休暇」に改める。 

第23条中「第３条第２項、第４条第２項、第５条」を「第３条第５項、第４条」に改め、「第10条」の右に

「、第11条の２第１項から第３項まで、第11条の３第１項」を加える。 

 （職員の子育て支援に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の子育て支援に関する条例（平成21年兵庫県条例第15号）の一部を次のように改正する。 

 第３条を次のように改める。 

（既に育児休業をしたこととはしない最初の育児休業の期間） 

第３条 育休法第２条第１項ただし書に規定する条例で定める既に育児休業をしたこととはしない最初の育

児休業の期間は、57日間とする。 

第４条中「第２条第１項」を「第２条第１項ただし書」に改め、「定める」の右に「既にした育児休業（子

の出生の日から前条の期間内にした最初の育児休業を除く。）の後再度の育児休業をすることができる」を加

える。 

第６条を次のように改める。 

第６条 削除 

第11条を次のように改める。 

第11条 削除 

第12条第１号中「育児短時間勤務」の右に「（育休法第10条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。以下

同じ。）」を加え、「第15条第２号」を「第15条第１号」に改め、同条第４号中「第15条第３号」を「第15条第

２号」に改める。 

第15条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とする。 

第21条中「次に掲げる」を「育児短時間勤務又は育休法第17条の規定による短時間勤務をしている」に改

め、同条各号を削る。 

第22条第３項を削る。 

第23条の見出しを「（育児部分休暇）」に改め、同条第１項及び第２項を次のように改める。 

 育児部分休暇は、職員（企業職員及び単純労務職員を除く。以下この章において同じ。）のうち、次の各

号に掲げる職員以外の職員が、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の２第２項に規定する放課後児

童健全育成事業を利用する当該職員の子で人事委員会規則で定めるものを養育するため、１日の勤務時間

の一部（正規の勤務時間の終わりにおいて、１時間を超えない範囲内の時間に限る。）について勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

(1) 非常勤職員（地公法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。） 

(2) 育児短時間勤務又は育休法第17条の規定による短時間勤務をしている職員 

(3) 育児部分休業（育休法第19条第１項に規定する部分休業をいう。）の承認を受けている職員 

(4) 人事委員会規則で定める特別休暇の承認を受けた職員 

２ 育児部分休暇の期間は、１回につき１年の期間内において必要と認められる期間とする。 

第23条第３項及び第４項並びに第26条（見出しを含む。）中「育児休暇」を「育児部分休暇」に改める。 

   附 則 

この条例は、平成22年６月30日から施行する。 
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